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お知らせ６月

お
知
ら
せ

木
造
住
宅
耐
震
診
断
・
耐
震

改
修
補
助
事
業
に
つ
い
て

　

町
で
は
、
地
震
災
害
対
策
の
一

つ
と
し
て
、
今
年
度
か
ら
新
た
に

「
木
造
住
宅
耐
震
改
修
補
助
事
業
」

を
創
設
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
は
、
耐
震
改
修
に
係
る
工

事
費
90
万
円
を
補
助
対
象
上
限
額

と
し
て
、
う
ち
３
分
の
２
に
あ
た

る
60
万
円
を
限
度
に
町
が
助
成
す

る
制
度
で
す
。
ま
た
、
平
成
17
年

度
か
ら
無
料
で
実
施
し
て
い
る

「
木
造
住
宅
耐
震
診
断
」
は
、
引
き

続
き
30
戸
の
調
査
を
予
定
し
て
い

ま
す
が
、
申
し
込
み
が
予
定
数
を

超
え
た
場
合
は
、
住
宅
の
立
地
場

所
や
緊
急
性
等
を
考
慮
し
、
選
考

の
う
え
来
年
度
の
調
査
に
さ
せ
て

い
た
だ
き
ま
す
の
で
、
あ
ら
か
じ

め
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

○
耐
震
改
修

■
対
象
／

　

次
の
要
件
を
す
べ
て
満
た
せ
ば

耐
震
改
修
補
助
を
受
け
ら
れ
ま

す
。

・
耐
震
診
断
済
み
の
一
戸
建
て
木

造
住
宅
で
、
上
部
構
造
評
点
が

１
・
０
未
満
の
も
の

・
耐
震
改
修
工
事
に
よ
り
上
部
構

造
評
点
が
０
・
７
以
上
に
向
上
す

る
も
の

・
今
年
度
中
に
改
修
工
事
に
着
手

し
、
完
了
す
る
も
の

・
町
税
を
滞
納
し
て
い
な
い
者

■
申
請
方
法
／

　

次
の
書
類
と
印
鑑
を
持
参
し
、

総
務
課
（
大
島
庁
舎
）
で
手
続
き

し
て
く
だ
さ
い
。　

・
対
象
住
宅
の
固
定
資
産
評
価
証

明
書

・
耐
震
診
断
結
果
報
告
書

・
改
修
後
の
上
部
構
造
評
点
が
確

認
で
き
る
補
強
計
画
書

・
改
修
工
事
費
の
見
積
書
、
内
訳

書○
耐
震
診
断

■
対
象
／

　

次
の
要
件
を
す
べ
て
満
た
せ
ば

耐
震
診
断
を
受
け
ら
れ
ま
す
。

・
一
戸
建
て
木
造
住
宅
で
、
在
来

軸
組
構
法
、
伝
統
的
構
法
、
枠
組

壁
工
法
で
建
築
さ
れ
た
も
の

・
昭
和
56
年
５
月
31
日
以
前
に
着

工
し
た
も
の

・
専
用
住
宅
（
住
宅
部
分
が
50
％

以
上
の
併
用
住
宅
も
含
む
）
で
現

に
居
住
し
て
い
る
も
の

・
３
階
建
て
以
下
の
も
の

■
申
込
方
法
／

　

今
月
回
覧
し
た
申
込
書
に
必
要

書
類
を
添
え
て
役
場
総
務
課
（
大

島
庁
舎
）
ま
た
は
各
総
合
支
所
、

出
張
所
に
提
出

■
募
集
期
間
／

　

６
月
16
日
㈪
〜
７
月
31
日
㈭

■
問
い
合
わ
せ
／
総
務
課

☎
７
４
‐
１
０
０
０

住
宅
用
火
災
警
報
器
の
設
置

に
つ
い
て

　

消
防
法
等
の
改
正
に
よ
り
、
住

宅
用
防
災
機
器
（
火
災
警
報
器
な

ど
）
を
、
既
存
住
宅
に
つ
い
て
は

平
成
23
年
６
月
１
日
ま
で
に
設
置

す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
ま
し

た
。（
新
築
に
つ
い
て
は
す
で
に
義

務
化
）
火
災
警
報
器
は
、
家
電
販

売
店
な
ど
で
購
入
で
き
ま
す
。
個

人
負
担
と
な
り
ま
す
が
、
大
切
な

命
を
守
る
た
め
も
早
期
設
置
を
お

願
い
し
ま
す
。
な
お
、
消
防
署
や

町
役
場
が
直
接
販
売
す
る
こ
と
は

あ
り
ま
せ
ん
。
悪
質
な
訪
問
販
売

に
は
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ
／
総
務
課

☎
７
４
‐
１
０
０
０

東
和
都
市
計
画
公
園
９
・
５
・

１
片
添
ケ
浜
海
浜
公
園
の
変

更
に
関
す
る
案
の
縦
覧
に
つ

い
て

　
「
東
和
都
市
計
画
公
園
９
・
５
・

１
片
添
ケ
浜
海
浜
公
園
の
変
更
」

の
縦
覧
を
行
い
ま
す
。
な
お
、
縦

覧
期
間
中
に
限
り
、
県
知
事
に
意

見
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。

■
縦
覧
期
間
／

　

６
月
18
日
㈬
〜
７
月
１
日
㈫

　

午
前
8
時
30
分
〜
午
後
5
時
15

　

分
（
土
・
日
・
祝
日
を
除
く
）

■
縦
覧
場
所
／

　

町
建
設
課
、
県
都
市
計
画
課

■
主
な
変
更
内
容
／
区
域
の
変
更

■
問
い
合
わ
せ
／
町
建
設
課

☎
７
９
‐
１
０
０
５ 

　

県
都
市
計
画
課

☎
０
８
３
（
９
３
３
）
３
７
２
５

６月は「外国人労働者問題啓発月間」です。
　　外国人労働者受入れの基本方針

　　「専門的・技術的分野の外国人労働者の受入れをより積極
的に推進することとし、いわゆる単純労働者の受入れについ
ては、日本の経済社会等に多大な影響を及ぼすことが予想さ
れること等から十分慎重に対応することが不可欠である」と
されています。
　外国人の方を雇い入れる際には、就労が認められるかどう
かを確認してください。
◎外国人の方は、「出入国管理及び難民認定法」で定められて
いる在留資格の範囲内において、日本国内での活動が認めら
れています。現在在留資格は27種類ありますが、就労の可否
に着目すると次の３種類に分けられます。
（１）在留資格に定められた範囲で就労が認められる在留資格
（17種類）
　教授、芸術、宗教、報道、投資・経営、法律・会計業務、医療、
研究、教育、技術、人文知識・国際業務、企業内転勤、興業、
技能
（２）原則として就労が認められない在留資格（６種類）
　文化活動、短期滞在、留学、就学、研修、家族滞在
（「留学」、「就学」、および「家族滞在」については、地方入国
管理局で資格外活動の許可を受ければ、その範囲内で就労可
能）
（３）就学活動に制限がない在留資格（４種類）
　 永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者
　詳しいことは、柳井公共職業安定所（☎0820-22-2661）へ
お問い合わせください。


